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平成２９年度第１回岩手県職業能力開発審議会会議録 
 

１ 開催日時 

平成２９年６月７日（水）１４：００～ 

 

２ 開催場所 

エスポワールいわて ３階特別ホール 

 

３ 議事 

（１） 平成 28 年度県立職業能力開発施設における学卒者訓練実施結果につ

いて 

（２） 平成 29年度県立職業能力開発施設における学卒者訓練状況について 

（３） 第 10次岩手県職業能力開発計画の進捗状況について 

 

４ その他 

 

５ 会議に出席した委員 

  【委 員】 

岡田  寛史  公立大学法人岩手県立大学総合政策学部教授 

加藤  祐子  学校法人スコーレ盛岡スコーレ高等学校教諭 

長友  邦宏  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構岩手支部 

        岩手職業能力開発促進センター所長 

椀平 苗都美  職業訓練法人久慈職業訓練協会事務局長 

佐々木 信行  高田工業株式会社代表取締役社長 

田鎖  健一  株式会社エフビー代表取締役社長 

引地  千恵  有限会社開運興業代表取締役 

升田 久美子  株式会社川徳ＣＳ推進部 

志賀  弘基  全日本自動車産業労働組合総連合会岩手地方協議会議長 

鈴木   圭  岩手県東北電力関連産業労働組合総連合会長 

原   利光  日本労働組合総連合会岩手県連合会副事務局長 

森  美枝子  友愛会職員労働組合執行委員 

山谷  一夫  電機連合岩手地域協議会事務局長 

 

  【特別委員】 

清水  達哉  岩手労働局職業安定部長 

小久保 智史  岩手県教育委員会事務局学校調整課総括課長 

 

６ 欠席した委員 

  【委 員】 

阿部   徹  岩手県高等学校長協会工業部会長 

髙橋  幸恵  株式会社ニチイ学館盛岡支店医療関連事業支店長 

 

７ 事務局出席者 

藤澤  敦子  商工労働観光部副部長兼商工企画室長 

八重樫 浩文  雇用対策・労働室 室長 
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鎌田  徳幸     〃     労働課長 

中村   亨     〃     主任主査 

岩崎  有喜     〃     主査 

徳本  昌弘     〃     主事 
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       日時 平成２９年６月７日（水）午後２時 

       場所 エスポワールいわて ３階特別ホール 
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１ 開  会 

 

〇鎌田労働課長 定刻となりましたので、平成 29 年度第１回岩手県職業能力開発

審議会を開会させていただきます。本日は、お忙しいところ御出席いただきま

して、どうもありがとうございます。 

   それでは、出席報告ですけれども、本日は、委員総数 15名中 13名の御出席

をいただきまして、半数以上の出席があるということで、審議会条例第５条２

項の規定によりまして、会議が成立しておりますことを御報告させていただき

ます。 

 

２ あいさつ 

 

〇鎌田労働課長 初めに、藤澤商工労働観光部副部長兼商工企画室長から御挨拶申

し上げます。 

〇藤澤副部長 本日は、大変お忙しい中、このようにお集まりいただきまして本当

にありがとうございます。第１回岩手県職業能力開発審議会の開催に当たりま

して、一言御挨拶を申し上げます。 

   私、４月からこの職に就いておりますが、昨年度まではいわて国体の事務局

におりまして、そういった面でも皆様方には大変お世話になっております。あ

りがとうございます。 

   今年度でございますが、第３期復興実施計画の初年度になっておりまし

て、被災者１人１人の復興に寄り添いながら、安全、暮らし、なりわいの各分

野において、復興の先も見据えた地域振興にも取り組んでいくという重要な年

になっております。 

   災害公営住宅など、住環境の整備を図り、心と体のケアやコミュニティー形

成の支援、なりわいの再生などをしっかりと進めながら、長期的な視点で新し

い三陸の創造を目指す「三陸創造プロジェクト」を推進し、復興の更なる展開

につなげてまいります。 

   また、今年度は「岩手県ふるさと振興総合戦略」の中間年に当たっておりま

して、「岩手で働く」、「岩手で育てる」、「岩手で暮らす」の３本の柱のもと、ふ

るさと振興を力強く推進していくため、いわてで働こう推進協議会、そしてい

わて女性の活躍促進連絡会議による産学官一体となった取組を軌道に乗せ、働

き方改革や新たに創設した奨学金返還支援制度をスタートさせるなど、若

者、女性の県内就業の促進に取り組んでいるところでございます。 

   これらの取組を職業能力開発の面から推進するため、県では昨年度、本審議

会での３回に亘る審議内容を踏まえまして、平成 28年度から 32年度までの５

年間を期間とする「第 10次岩手県職業能力開発計画」を策定いたしました。こ

の計画を着実に推進することによりまして、産業人材の育成を図ってまいりた

いと考えております。 

   本日は、委員の皆様、それぞれのお立場からどうぞ忌憚のない御意見を賜り

ますようお願い申し上げます。そして、今後とも本県の職業能力開発の推進に

お力添えをいただきますようお願い申し上げまして、挨拶とさせていただきま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 



 - 5 - 

３ 委員紹介 

 

〇鎌田労働課長 次に、本日、委員が改選されまして最初の会議ということでござ

いますので、お手元にございます名簿によりまして、本日御出席いただいてお

ります委員及び特別委員の皆様を御紹介させていただきます。 

   初めに、委員の方々を御紹介いたします。 

   公立大学法人岩手県立大学総合政策学部教授、岡田寛史委員でいらっしゃい

ます。 

   学校法人スコーレ盛岡スコーレ高等学校教諭、加藤祐子委員でいらっしゃい

ます。 

   独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構岩手支部岩手職業能力開発促

進センター所長、長友邦宏委員でいらっしゃいます。 

   職業訓練法人久慈職業訓練協会事務局長、椀平苗都美委員でいらっしゃいま

す。 

   高田工業株式会社代表取締役社長、佐々木信行委員でいらっしゃいます。 

   株式会社エフビー代表取締役、田鎖健一委員でいらっしゃいます。 

   有限会社開運興行代表取締役、引地千恵委員でいらっしゃいます。 

   株式会社川徳ＣＳ推進部、升田久美子委員でいらっしゃいます。 

   全日本自動車産業労働組合総連合会岩手地方協議会議長、志賀弘基委員でい

らっしゃいます。 

   岩手県東北電力関連産業労働組合総連合会長、鈴木圭委員でいらっしゃいま

す。 

   日本労働組合総連合会岩手県連合会副事務局長、原利光委員でいらっしゃい

ます。 

   友愛会職員労働組合執行委員、森美枝子委員でいらっしゃいます。 

   電機連合岩手地域協議会事務局長、山谷一夫委員でいらっしゃいます。 

   次に、特別委員の方々を御紹介いたします。 

   岩手労働局職業安定部、清水達哉特別委員でいらっしゃいます。 

   岩手県教育委員会事務局学校調整課総括課長、小久保智史特別委員でいらっ

しゃいます。 

   次に、事務局を紹介させていただきます。 

   商工労働観光部副部長兼商工企画室長、藤澤敦子でございます。 

   雇用対策・労働室長、八重樫浩文でございます。 

   なお、私は、雇用対策・労働室労働課長の鎌田徳幸です。よろしくお願いい

たします。 

   このほか、雇用対策・労働室の担当職員が後ろの方に出席しておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 

４ 会長選出 

 

〇鎌田労働課長 続きまして会長の選出に移りたいと思います。 

   会長は、条例第４条１項の規定によりまして、学識経験者である委員のうち

から、委員の互選により選出することとなっております。 

   選出方法についてお諮りいたしますが、いかがいたしましょうか。 

  （「事務局一任」の声あり） 
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〇鎌田労働課長 事務局一任という御意見がございましたので、事務局からお示し

させていただきたいと思います。 

  では、事務局案といたしましては、岩手県立大学の岡田先生にお引き受けいた

だきたいというふうに考えておりますが、いかがでしょうか。 

  （「異議なし」の声あり） 

〇鎌田労働課長 ありがとうございます。それでは、岡田委員に会長をお願いした

いと存じますので、よろしくお願いいたします。岡田委員、正面の席に御移動

お願いいたします。 

  （岡田委員 議長席に着席） 

〇鎌田労働課長 岡田会長から、御挨拶お願いいたします。 

〇岡田寛史会長 新任の委員にも関わらず、会長という御指名で大変緊張しており

ます。最初のうちかなりいろんな不手際があるかと思いますけれども、皆様の

御協力を賜りながら、何とか務めさせていただこうと思っておりますので、ど

うかよろしくお願いいたします。 

〇鎌田労働課長 岡田先生、ありがとうございました。 

   それでは次に、条例第４条３項の規定に基づきまして、岡田会長から会長職

務代理者の指名をお願いいたします。 

〇岡田寛史会長 それでは、会長職務代理者を指名することになっているようなの

で、指名したいと思います。 

   会長職務代理者は、従来から慣例により、学識経験者のうち岩手県高等学校

長協会工業部会長にお願いしておりますので、本日は欠席されております

が、阿部委員にお願いしたいと思います。 

   なお、阿部委員には、別途御連絡を差し上げようと思っております。 

〇鎌田労働課長 それでは、議事に入りますが、入ります前に資料の確認をさせて

いただきたいと思います。まず、次第のホッチキス留めが１部ございます。そ

して、次のホッチキス留めが資料１－１という資料でございます。そして、次

のホッチキス留めが資料２－１になります。そして、Ａ３のカラー刷りの第

10 次計画の概要というものが折り畳んで資料となっております。そして、あ

とＡ３判の白黒の大きなホッチキス留めが資料３ということで、これらが議事

資料となります。そしてあと、参考資料といたしまして、職業能力開発施設の

御案内というカラー刷りのものが１部、そして在職者訓練能力開発セミナーと

いうオレンジ色の冊子が１部ということで資料を準備させていただいており

ます。 

   もし資料の不足がございましたならば、お申しつけいただきたいと思いま

す。よろしいでしょうか。 

 

５ 議  事 

  (１)平成 28年度県立職業能力開発施設における学卒者訓練実施結果について 

 

〇鎌田労働課長 それでは次に、議事に入らせていただきます。条例の規定により

まして、会長が議長となって運営するということになっておりますので、以後

の進行につきましては岡田会長にお願いしたいと思います。 

〇岡田寛史会長 それでは、議事次第に従いまして議事を進めてまいります。 

   まず、(１)平成 28 年度県立職業能力開発施設における学卒者訓練実施結果

について、事務局から説明をお願いいたします。 
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〇岩崎主査 県立職業能力開発施設５校の訓練状況について御説明いたします。 

   資料１－１を御覧いただきたいと思います。こちらは、平成 28 年度の県立

職業能力開発施設における学卒者訓練実施結果ということで、昨年度３月に修

了しました修了生の就職状況になっております。各校、各科別の数字が並んで

おりまして、表の下の方、全施設合計を御覧いただきたいと思います。全施設

合計を御覧いただきますと、定員 250名に対しまして、修了者 224名となって

おります。その隣に内訳が並んでおりまして、就職率については 100％となっ

ております。そのうちの県内就職率については 63.4％になっております。そ

して、この県内就職率につきましては、本社の所在地が県外であれば県外就職

としてカウントしている数字になります。この県内企業の中には誘致企業です

とか、県内に事業所があって配属先を県内事業所としている企業もありまし

て、こういうケースを含めて県内就職率にカウントした場合として、その隣の

括弧書きで書いてあります 84.3％という数字になります。 

   その下に昨年度、平成 27年度実績が載っておりまして、平成 27年度も就職

率は 100％、県内就職率、県内事業所所在企業への就職率を見ますと、ほぼ同

じ数字となっております。 

   そして、下の方、参考としまして、平成 28 年度の施設別の求人状況を参考

として載せております。各校の昨年度いただきました求人状況になります。昨

年度いただいた求人社数、全施設合計を御覧いただきますと、全施設合計の一

番右側、県内、県外の合計の数字が載っています。全施設合計で、昨年度

1,352社から求人をいただきまして、求人数では 2,957名の求人となります。一

番下の平成 27 年度と比較しますと、求人社数で 275 社増加となっておりまし

て、求人数では 723名の増加となっており、非常に求人が活発な状況にありま

す。 

   次に、資料１－２、次のページを御覧いただきますと、Ａ３判の資料になっ

ております。こちら就職率の推移ということでデータをまとめたものになりま

す。過去６年間の各校、各科別の就職率の推移について載せております。左側

の方が産業技術短期大学校、右側の方が職業能力開発校になっております。数

字がちょっと細かいので、左側の方の産業技術短期大学校のグラフの方を御覧

いただきますと、丸印の実線で表しているものが就職率になっております。そ

して、四角印の波線で表しているのが県内就職率、三角印の点線で表している

のが県内事業所所在企業への就職率となっております。 

   就職率につきましては、各科ほぼ 100％の状況になっておりまして、産業技

術短大の方で見ますと、建築科の県内就職率が高い傾向になっておりまし

て、一方、情報技術科の県内就職率がちょっと低い傾向になっているというこ

とが傾向として見られます。 

   次に、その右側の方、職業能力開発校、３校の方を見ていただきますと、就

職率は同じくほぼ 100％になっておりまして、県内就職につきましても、職業

能力開発校については、３校とも各科とも高い傾向にあるという結果のデータ

になっております。 

〇岡田寛史会長 どうもありがとうございました。ただいまの事務局からの説明に

対して、御質問、御意見等ございませんでしょうか。よろしくお願いいたしま

す。では、森委員、お願いします。 

〇森美枝子委員 定員250名で修了者数が 224名という数字が載っていますけれど

も、この修了を満たさなかった方々は落第とか、自主退学とか、いろいろある
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と思うのですけれども、落第した場合、何年くらい面倒見ていただけるという

か、その辺ちょっと、県の学校なので全員がちゃんと卒業して 100％になれば

一番望ましいとは思うのですが、ちょっと満たないのはどういう方々なのかな

と思いまして、質問させていただきたいと思います。 

〇岩崎主査 この 224名は修了者数となっていまして、入校時には、もう少し多い

数になりまして、毎年、成績など色々な理由で留年する学生というのは少なか

らずいます。ただ、全体の人数から見ますと、各校１人いるかいないかという

ところです。留年者につきましては、各学年１年まで留年が認められています

が、２年間とも留年するケースは、ないと記憶しています。１年目で留年して

も２年目にきちんと進級するというような形、２年目で留年してもその次の年

には卒業できるよう指導をしています。 

〇鎌田労働課長 あと定員 250とありますけれども、入学者が定員に満たない場合

もありますので、定員は 250なのですけれども、実際入校者が 230とかそれぐ

らいになるかと思います。さっき説明にあったとおり、１名とかそういった、ほ

ぼ全員が修了するという形になっているところで、もともと入学者の方がちょ

っと少ないという事情はございます。 

〇岡田寛史会長 よろしいですか。ほかにございませんか。いろんな数字がたくさ

ん出ていますので些細なことでも。 

〇椀平苗都美委員 平成 28 年度におきましては、非常に県内外の多くの企業さん

からたくさんの求人が出されたようで、非常に生徒さんたちはたくさんの数の

求人の中から職業選択ができるようになって、非常に喜ばしいことだなと思っ

ております。この状況というのは、高校さんも同様の状況が起きているという

ことでお伺いしているのですが、今企業の側が求人を出しただけではなかなか

生徒さんを獲得できないということで、学校訪問に積極的に伺うようにとハロ

ーワークさんの方でもおっしゃっていただいているのですが、県立の開発施設

さんにおかれましては、その就職担当の先生とか生徒さんに対してどのような

企業の求人活動がされているか、お伺いしたいのですが。 

〇岩崎主査 県立の職業能力開発施設の求人への取組状況は、例年行っていること

では、前年度内定をいただいた企業への企業訪問を兼ねた、修了者の就職の状

況の確認や、毎年度インターンシップを行っておりまして、その際に各社を訪

問しまして、インターンシップのお願いと併せて求人のお願いもしているとい

う状況にあります。 

〇八重樫室長 あと県立高校の場合は、就業支援員という職員を県が委嘱しており

まして、ジョブ・カフェにいる場合もありますし、あと県の広域振興局、セン

ターにいる場合もございます。その就業支援員の方々が定期的に高校を回っ

て、地元にこういう企業がありますと、そういうような紹介をしたり、その動

向をいろいろ聞いたりとか、そういうような活動をしております。 

〇椀平苗都美委員 今のはその生徒さんなど先生方が企業さんに訪問するという

こと。もう１つ、企業さん自身の学校訪問の状況というのもちょっと伺いたい

のですが、学校さんによっては、もうすごくたくさんの企業さんがいらして業

務に支障が出るぐらいなのだよというお話も伺ったりするので、その辺もちょ

っと伺いたいのですけれども。 

〇岩崎主査 企業さんからお電話をいただいて訪問したいという場合は、特に制限

なく、受け付けております。その都度対応しているという状況であり、各校同

じ対応をしています。 
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〇岡田寛史会長 それでは、田鎖委員、お願いします。 

〇田鎖健一委員 ２点聞きたいことがあります。 

県内就職率 63.4％ということですが、県内のどこの地域から、どのくらいの

学生が就職しているか。 

進学者のところで、資料の一番右端ですが、県内の学校に進学したのか、県

外の学校に進学したのか。あと卒業後どこに行ったのか。県内なのか、県外な

のか。あと３校の求人状況のところで、県外は良いのですが、県内の 657社も

県内のどの地域からの求人なのかを教えていただければと思います。 

〇岩崎主査 就職状況、求人をいただいた企業の地域別データについてはまとめて

おりませんが、県内各地域から幅広くいただいているという状況にありま

す。そして、進学につきましては、産業技術短期大学校になるのですが、卒業

しますと同じ職業能力開発関係の大学の方、主に宮城県にあります独立行政法

人高齢・障害・求職者雇用支援機構で運営しております東北職業能力開発大学

校、こちらの方に進学しております。大学でいう３年生の方に行きまして、卒

業すると４年制大学と同等の資格を得ることができるということです。その先

の就職状況までは、追っておりません。 
〇田鎖健一委員 どの地域に就職したか、どの地域からの求人が増減しているのか

を調べて、今後の資料に追記していただきたいと思います。 

〇岡田寛史会長 どうもありがとうございました。原委員。 

〇原利光委員 就職率 100％というのは、すごくうれしいことではあるのです

が、科によってその県内就職率が低いというところがあるのが見受けられるの

ですが、それはやはりその科の就職の部分の求人が県外からが多いのか、それ

とも県内でもあるが、なかなか県内に就職していないのかというのをちょっと

お聞きしたいのですけれども。 

〇岩崎主査 例えば昨年度の傾向で見ますと、産業技術短大本校のメカトロニクス

技術科は、県内就職率が 28.6％、そして県内事業所所在企業への就職率が

85.7％となっておりますが、就職につきましては、その年の学生の傾向があり

まして、その学生が希望する職種が県内企業にあるかどうかによって変わって

きます。このメカトロニクス技術科の場合ですと、その学生の就職の傾向が県

外に本社のある企業からの求人に多くあったということになります。同じく産

業技術短大本校の情報技術科につきましては、県内就職率が 18.2％、県内事

業所所在企業への就職率も 36.4％と低い傾向にあるのですが、これは県外企

業からの求人の方が多いということと、県外企業の求人の出足が早いというこ

と、そして毎年同じ会社から求人をいただいており、内定もいただいていると

いう状況で、学生も先輩がいることで希望しやすい状況になっているというふ

うに現場から伺っていました。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょう。 

〇鎌田労働課長 県内就職率のところを見るときに、やはり、今、岩崎の方から話

があったとおり、県内就職率の数字と、あと実質的に県内に就職しているだろ

うという数字が２つございまして、私どもの方で最終的に見るのは、県内に事

業所が所在している企業の就職率のところを見るのが結果的に実態に近いの

かなというふうに思っておりますので、県内就職率となるとどうしても県外の

資本、いわゆる誘致企業はどうしても県外にカウントされて、実質的には県内

で就職するという、ちょっと差が出てきてしまいますので、例えば今お話しし

たメカトロニクス科ですと 29％県内就職率なのですけれども、逆に県内に事
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業所があると見ますと 86％ということで、そうすると差が大きければ大きい

ほど誘致企業さんとか、比較的安定した工場に就職した人が多いのかなと、逆

に推測できるかなというふうに思っております。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょうか。佐々木委員、お願いします。 

〇佐々木信行委員 この数字等を見て県立の職業能力開発施設なのですが、結果的

に残念ながら県外の方に行かれる方も多いという状況にあります。先ほど

来、岩手県でも県内就職者を増やしたいという前提があっての県立の施設であ

れば、確かに県内の方が就職者数も多いのですけれども、県内に本社がある会

社に就職を促すようにしていただきたい。先ほどインターンという話もありま

したが、何かそういう機会とかをより作っていただき、よく言われるように良

い人材ほど外に出ていくようにならないでほしい。そうではなくて、せっかく

県の施設でやっているからこそ、良い人材が地元に残って、地元のことを考え

てもらえるような、何かそういうことを促す施策というのはやられているもの

なのですか。 

〇岩崎主査 県内企業への就職につきましては、現場の先生方も意識的には高く持

っておりまして、毎年県内企業への求人開拓ということで訪問をして求人をい

ただいている状況であり、また県内企業からの職業講話ということで、県内企

業の社長さんなどに学校に来ていただいて、各職種の傾向ですとか、そういっ

たお話をしていただいております。また、高等技術専門校３校では、共通して

自動車システム科がありますが、就職活動の近く、１年生の後半に３校合同で

県内の自動車関係のディーラーさんに集まっていただきまして、合同で企業研

究ということで各企業の説明を行い、現場の方でも少しでも県内に就職しても

らうような取り組みを行っております。 

〇佐々木信行委員 この求人と実際の修了者数の割合を見ればわかるとおり、どの

業種でも今、人を非常に募集しているというか、人材を求めているというのが

実情です。県内就職をより促していってもらえるような、いろんな施策をぜひ

考えていただいて、あとは県内の方が入学しているのでしょうから、そういっ

たことも踏まえて、ぜひ力を入れていただければありがたいなと思います。 

   以上です。 

〇岡田寛史会長 その他いかがでしょうか。いろいろなデータが出ていますけれど

も、いろんな地域別なデータ、更にまた明らかにしていくことによっていろん

な審議、議論も深まるのかなというふうな感じがしますので、今後またいろい

ろ努力していただければと思います。 

 

（２）平成 29年度県立職業能力開発施設における学卒者訓練状況について 

 

〇岡田寛史会長 それでは、次に（２）平成 29 年度県立職業能力開発施設におけ

る学卒者訓練状況について、事務局から御説明をお願いいたします。 

〇岩崎主査 それでは、続きまして資料２－１を御覧いただきたいと思います。資

料２－１は、平成 29 年度、今年度の入校・在校状況になっております。こち

らも各校、各科別のデータが並んでおりまして、一番下の方、全施設学年別の

数字を御覧いただきたいと思います。全施設学年別を見ていただきますと、今

年度の１年生、定員が 250名に対しまして応募者数が 337名応募いただきまし

た。そして、入校していただいた入・在校生の数が 249名、定員充足率が 99.6％

となっております。例年定員よりも多く合格者は出しておりますが、特に産業
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技術短大については、ほかの大学を併願して合格している生徒さんがいるた

め、例年合格者の８割から９割ぐらいの入学者となっている現状です。 

   また、各校とも一般選考の合格発表までで定員に満たなかった場合には２次

選考を行っておりまして、昨年度ですと本校の産業技術専攻科と、水沢校の生

産技術科と電気技術科、そして千厩校の自動車システム科、宮古校の自動車シ

ステム科と金型技術科、そして二戸校の建築科、合計７科で定員に満たなかっ

たため２次募集を行いましたが、そのうち定員を満たしたのは電気技術科の１

科だけでして、そのほかはちょっと定員充足に至らなかったという状況にあり

ます。全体的には、応募者数が増加するように各校で高校訪問や、高校でやっ

ております進路ガイダンスへの参加、卒業研究の作品展ですとか、学校公開、あ

と学校の訓練状況をＳＮＳ、フェイスブックですとかツイッターで情報発信を

して、県内高校生へのＰＲを積極的に行っているところであり、昨年度、全体

的には応募者数が 28年度と比較しますと 15人増えましたが、一部科では定員

に満たなかったという状況にあります。 

   そして、２年生を見てもらいますと、定員 230 名に対しまして在校生が

213 名、定員充足率が 92.6％となっております。全施設合計しますと、定員

480名に対して在校生数が 462名ということで、定員充足率が 96.3％と、定員

をやや欠けている状況になっております。 

   そして次に、資料２－２を御覧いただきたいと思います。１年生の定員充足

率の推移となっておりまして、過去７年間のデータをまとめたものです。先ほ

どの就職率と同様に左側が産業技術短期大学校、右側が職業能力開発校になっ

ております。グラフの方を見ていただきますと、左側の方、産業技術短大を御

覧いただきますと、各科波があるのですが、傾向とすると矢巾校のほうが定員

充足率が高く、水沢校の方がやや欠けているような状況にあります。この中で

特に最近の傾向として顕著なのが、産業技術専攻科が 28、29 と下がりぎみに

なっているという状況にあります。そして、右側の方、職業能力開発校３校の

方を見ていただきますと、こちらも傾向としますと、３校設置しております自

動車システム科については定員を満たしているような状況なのですが、宮古校

については波があるような状況になっております。そして、その中でも宮古校

の金型技術科については、26、27、28、29 とちょっと下がりぎみのような傾

向にあります。昨年度、その前年に応募者が少なかった水沢校の３科と宮古

校、ここに重点を置いて募集活動を行いまして、その結果水沢校の３科につい

ては応募者が増加しまして入校状況が回復したと。宮古校につきましても、自

動車システム科の方は応募者が増えて回復したのですが、金型技術科は下がっ

てしまったという状況になっております。今年度は、矢巾校の産業技術専攻科

と宮古校の金型技術科、この２科が学生募集の重点ポイントとしているところ

です。 

〇岡田寛史会長 どうもありがとうございました。それでは、今の説明に対して皆

さんの御質問、御意見、よろしくお願いいたします。椀平さん、お願いします。 

〇椀平苗都美委員 私は久慈から来ておりますので、やはり同じ沿岸の宮古の訓練

校の状況が非常に気になるのですが、金型技術科、28年度も定員 10名に対し

て３名、29年度の入校者数も３名、そして平成 30年の計画も現在のところ定

員 10 名で科の設定をということで計画案を伺っているのですが、科の設定の

ときにはやはり地元の企業さんのニーズに合わせた科の設定だったと記憶し

ておりますが、改善の傾向が見られない、だんだん下がって応募者が少なくな
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るという、その本当の要因というか、恐らく募集は毎年とても努力なさってい

ると思うのですが、そこら辺、ちょっとおわかりになる範囲で教えていただき

たいのですけれども。 

〇岩崎主査 宮古の金型技術科につきましては、設置の経緯としますと地元に金型

企業が集積しているということで、そこら辺の要望を踏まえて設置したもので

して、毎年地元企業にはきちんと就職できている状況ですので出口のほうは確

保されているのですが、入り口部分でなかなか苦労していると。特に地元の高

校からの入校生というのが、そこが増えないとなかなか全体の数も増えないか

なと。今年度も３名の入校になっているのですが、３名のうち２名は地元から

入ってきていまして、１名は企業派遣ということで、今日来ていらっしゃいま

すエフビーから企業派遣していただいているという状況にあるのですが、地元

の高卒者が２人しか入ってきてなくて、そこら辺が苦労していると。一方、自

動車システム科の方も定員を確保するのは難しいのですが、地元の学生のほ

か、盛岡地域からの学生も確保しているという状況にあります。 

   金型技術科につきましては、地元の要望を受けて設置したという経緯はある

のですが、金型技術科自体が県内で１科となっておりますので、募集活動は宮

古地域を中心としつつも、盛岡周辺まで範囲を広げて募集活動をしていく必要

があると思っておりますし、各校に寮もありますので、地元の生徒さんに限ら

ず遠方からでも寮生活をして訓練はできるという状況になっています。昨年度

宮古校については、重点的に取り組んで自動車システム科は増えたのです

が、金型技術科は減となったので、そこら辺の要因は今後分析していきなが

ら、あとは募集の範囲を広げながらというふうに思っておりました。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょうか。加藤委員、お願いします。 

〇加藤祐子委員 本当に素朴な質問です。産業技術専攻科というのはどんなことを

勉強する学科なのか、まず教えていただきたいです。 

〇岩崎主査 産業技術専攻科の位置付けとすると、短期大学校の専門課程を卒業し

た者が入る課程として設置しておりまして、また、企業からの企業派遣をいた

だいて勉強するという１年間の課程になっているのですが、新規学卒者を５名

程度、企業派遣を５名程度に設定しておりまして、訓練内容は、専門課程より

も高度な部分をということで、内容とすると生産ラインの設計管理ができる技

術者の養成ということで、更に企業から派遣をいただいて訓練をするというこ

とで、企業と連携をして、企業が抱えている問題点を改善するようなオーダー

メイド型のカリキュラムを組み、１年間でその問題を解決して、そして現場に

持ち帰って改善をしていただくということで設定しているところです。今年度

の入校状況としまして、産業技術専攻科は３名ですが、産業技術短期大学校か

らの新卒が１名、残り２名が企業派遣ということで、こちらもエフビーから１

名派遣していただいておりまして、この企業派遣していただいている２社につ

きましては、毎年派遣していただいているという状況にあります。 

   資料１－１の就職状況の方を見てもらいますと、産業技術専攻科に進学する

その元となる科として、産業技術短期大学校のメカトロニクス技術科ですと

か、電子技術科、そして情報技術科、水沢校の生産技術科というところが進学

するその元の学生になるのですが、28年度の修了生を見ていただきますと、メ

カトロニクス科が 15名、電子技術科が９名、情報技術科が 22名と多かったの

ですが、生産技術科が 12 名ということで、定員よりもちょっと低い状況でし

て、そこから更に進学というところで、昨年の傾向は、進学よりも就職をする
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という学生が多かった結果、１人しか希望者しなかったという状況にありま

す。また、学卒者については、産業技術短期大学校だけではなくて、先ほどの

高齢・障害・求職者雇用支援機構で運営している短期大学校も秋田県ですと

か、青森県ですとか、あと山形県にも県立の産業技術短期大学校ありますの

で、そちらの卒業生も進学してくることができますので、産業技術専攻科の学

生募集活動としますと、企業派遣していただくように企業訪問するのと併せ

て、他県の短期大学校を訪問しているという状況にあります。 

〇岡田寛史会長 売り手市場の結果、進学が減っておるという。 

〇加藤祐子委員 ありがとうございました。どういうことかわかりました。この数

字だけを見ていると、金型技術科とか専攻科の方ですか、数字が何か減ってい

るようで、ニーズがなくてなのか、と思ったのですが、どういう状況かよくわ

かりました。 

   あと、この宮古校の金型技術科の方では、まだまだこれから少しいろんなこ

とが変わっていったとしても、この技術というのは長く残るものなのですか。 

〇岩崎主査 金型技術は、例えば世の中に大量生産するものがいっぱいあります

が、それの元になる型を作る必要がありまして、その金属の型を作る勉強する

のがこの金型技術科になっておりまして、当然その産業がなくならない限りは

ずっと続くものになっています。就職もきちんとできているという状況にあり

ますので、金型の魅力をいかに高校生に伝えていくかというところ、そこがポ

イントになってくると考えております。 

〇加藤祐子委員 ありがとうございました。何年か前にうちの学校の卒業生もお世

話になって、すごく一生懸命勉強してちゃんと就職もさせていただいたの

で、それを思い出しました。どうもありがとうございます。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょうか。今金型というお話が出ましたけれど

も、また補足説明なんかしていただけるとありがたいかなと思っております。 

〇田鎖健一委員 金型技術科のところで、沿岸地域の企業として、また、地域から

言わせていただけると高等技術専門校は、進学もできない、就職も難しいとい

うような生徒達が最後の砦として行く位置付けだと捉えています。就職につい

ても、先生方が頑張って、頑張ってようやく就職できるという生徒達が多いの

が実情です。弊社は今年度から１名企業派遣で出させていただいておりま

す。企業と一緒になって問題解決あるいは課題達成をして人材育成を図り企業

の発展につなげていきたいと、学校の先生方が非常に熱心に言ってくださった

ので派遣しました。企業派遣という取組を今年度行い、その実績を地域の学生

達、地元の金型関連企業さんに私も含めて、積極的にＰＲしていき、学生確保

につなげていきたいと思っております。 

   昨年台風 10 号が発生し、学校も大分被害を受け、車も、金型技術科の設備

もパソコンもすべて水害に遭いました。設備は新しいモノに更新されているの

ですが、金型技術科だけをとって言うと、地元の金型関連企業さんが保有して

いる生産設備と、予算の都合かどうかはわからないのですが、かけ離れた設備

が導入されています。操作方法を習得し、地元の金型関連企業に就職しても、違

う設備で０から操作方法を習得しなければならない。そのために時間的ロスが

生まれてしまう。次回の設備更新がいつになるのかわからないのですが、更新

のタイミングには、地元の金型関連企業さんと打合せを行い、各企業が保有し

ている設備と同様のもの、或いは金型関連企業の技術力向上を視野に入れて超

精密、高精度の設備導入も検討していただきたい。そういう取組を継続できれ
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ば金型技術科の学生数は自ずと増えていくと考えています。 

御検討よろしくお願いいたします。 

〇岡田寛史会長 ありがとうございます。そのほかいかがでしょうか。 

 

（３）第 10次岩手県職業能力開発計画の進捗状況について。 

 

〇岡田寛史会長 それでは次に、（３）第 10次岩手県職業能力開発計画の進捗状況

について、事務局から御説明をお願いいたします。 

〇中村主任主査 それでは、御説明いたします。 

平成 29 年３月、平成 28 年度末に第 10 次岩手県職業能力開発計画を策定さ

せていただきました。本日は、これを策定して間もないのですけれども、平成

28年度の各種施策の実績につきまして、御報告をさせていただきたいと思いま

す。第 10 次職業能力開発計画の概要ということで、カラー刷りのものをお配

りしております。本日、御報告するのはそのうち右側の青い色で着色しており

ます基本的施策という部分の、これにぶら下がっているいろいろ事業がござい

ますけれども、それらの 28 年度の実績を、初年度ということですので、参考

までに平成 27 年度どうであったかというところと比較をするような形で、掻

い摘んで御報告をさせていただきたいと思います。 

   資料３のＡ３判の白黒刷りのもので進捗状況をまとめております。こちらに

よりまして御説明いたします。まず、基本的施策の１つ目でございます。１番

の生産性向上に向けた人材育成の強化ということで、ＩＴ人材育成の強化・加

速化を図るというものをまず１番に掲げております。その中で御紹介するの

が、②番になりますけれども、ＩＴ分野における離職者等再就職訓練、これは

ハローワークで求職活動をされている離職者の方を対象として県が実施して

いる訓練でございますけれども、ＩＴ分野における離職者等再就職訓練の拡充

の検討ということで、平成 28年度の実績を御覧いただきますと、27年度に比

べまして受講者数・就職率ともに上回る実績となっているところでございます。 

   続いて（２）労働者の主体的なキャリア形成の推進ということで、①キャリ

アコンサルティングの計画的な実施というところですけれども、岩手県地域ジ

ョブ・カードセンターによるキャリアコンサルティングの実施数ということ

で、参考までに 27 年度と比較しまして 28 年度は 123 人から 90 人に減少して

いるところなのですけれども、これはジョブ・カードセンターに聞いてみたと

ころ、人手不足でございますので、人手不足により１企業当たりの訓練の参加

者が少なかったということで、このキャリアコンサルティングの実施数という

のは、事業主による雇用型の訓練を行った場合に職務経歴書というジョブ・カ

ードを発行するのですけれども、このジョブ・カードの発行数ということです

ので、訓練の参加者が少ないとどうしてもジョブ・カードの発行にもつながら

ないということで減少したものということでございます。企業さんの人材の育

成計画、訓練の計画などにより数字の方は増減するということで、平成 29 年

度は増加する可能性もあるというところでございます。 

   続いて、２ページでございます。生産性向上に向けた人材育成の強化の（３）

企業・業界における人材育成の強化でございます。②在職者訓練の実施という

ことで、県では今現在働いていらっしゃる方を対象として、県立施設におきま

して在職者訓練を実施しております。27 年度の修了者数 1,904 人に対し

て、28 年度は 1,810 人にとどまっておりますけれども、この主な要因としま
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しては、先ほどお話に出ましたけれども、宮古高等技術専門校が台風 10 号の

被害を受けまして、パソコンもすべて水没してしまったということで、３カ月

ほど訓練が実施できなかった時期がございます。それの影響もあって 28 年度

はちょっと修了者の数が減ってしまったというところでございます。 

   この１つ１つの基本的施策に対して 10 次計画では目標を立てておりまし

て、この１番の施策の目標はＩＴ人材の育成強化ということですので、情報系

分野の離職者等再就職訓練の受講者数と就職率というものを目標としており

ます。２ページの真ん中にある表でございます。計画目標 200 人と 80％とあ

りますけれども、これは平成 32 年度、この第 10 次計画の最終年度まで毎年

度、毎年度達成すべき目標でございます。28 年度は 202 人の受講者がいらっ

しゃいまして、就職率は 80％ということで、達成度はともに 100％以上という

ことで、Ａという判定となってございます。 

   続きまして、３ページを御覧いただきたいと思います。施策の２つ目でござ

います。「全員参加の社会の実現加速」に向けた女性・若者・中高年齢者・障

がい者等の個々の特性やニーズに応じた職業能力底上げの推進でございま

す。まず、１番目、女性の活躍促進に向けた職業能力開発ですけれども、代表

的なものとして２番目、マザーズコーナー等での就業相談、職業あっせんの実

施、これを岩手県では５カ所のハローワーク、盛岡、水沢、宮古、一関、北上

の５カ所にマザーズコーナーを設置しまして、就職に向けた様々な相談、支援

等を実施しているところでございます。参考までに 27年度と 28年度比較しま

すと、28 年度につきましてはそれぞれ数字が上昇をしているところでござい

ます。 

   次に、４ページでございます。女性の次が若者の職業能力開発ということ

で、これを小学校、中学校、高校、大学、それぞれのステージでそれぞれの機

関がキャリア教育を実施しているところでございます。 

   ５ページにもこの続きが載っておりまして、県では③番、５ページの真ん中

にあります企業実習つきの日本版デュアル・システム訓練の実施というものを

若者向けの訓練としてやっているところです。離職者訓練の一環としてやって

いるこのデュアル・システム訓練ですけれども、御案内のとおり３カ月の座学

に加えて１カ月の企業実習を組み合わせるという訓練でございます。就労経験

の乏しい若者の就職に、できるだけ結びつくようなそういった企業実習を伴う

訓練でございます。28 年度の実績ですけれども、27 年度よりも受講者、就職

率ともに増加をしているところでございます。 

   続きまして、６ページを御覧いただきたいと思います。（３）中高年齢者の

職業能力開発ということで、これは労働局さんの方で実施しておりますシニア

ワークプログラム地域事業の推進ということで、民間事業者に委託をして高齢

者の方々の就職に向けた面接会ですとか技能講習を実施する、そういった事業

でございます。修了者の数を御覧いただきますと、27 年度よりも多くの方が

受講しているというところでございます。 

   次、（４）障がい者の職業能力開発でございます。県では、①にございます

障がい者の態様に応じた委託訓練の実施ということで、民間の教育訓練機関に

委託しまして、障がい者の方々に対する職業訓練を実施しております。27 年

度と 28年度を比較いたしますと、受講者数、就職率ともに 27年度を上回る実

績となってございます。 

   続きまして、７ページを御覧いただきます。７ページには、非正規雇用労働



 - 16 - 

者の職業能力開発を記載しております。そのうち②求職者支援訓練実施機関の

開拓、申請の認定、訓練の指導ということで、雇用保険を受給することができ

ない求職者の方々を対象として、国が実施しております求職者支援訓練の状況

でございます。27年度と比較しますと、実施定員につきまして 27年度を上回

って認定をされている訓練となってございます。 

   これらの目標として３つ掲げているのですけれども、まず１つ目、女性への

支援ということで、離職者等を対象とした職業訓練における女性の受講者数で

ございます。これも毎年度達成すべき目標ということになりますが、1,100人

の目標に対して 28 年度は 1,010 人の実績でございました。障がい者委託訓練

受講者数につきましても、37人の目標に対して 32人の実績でございまして、と

もに目標を下回っているところなのですけれども、これにつきましては、御案

内のとおり有効求人倍率が今１倍を超えているという状況にありまして、職業

訓練を経ずにそのまま就職をされる方というのも多くいるということが主な

要因と考えております。就職率につきましては 79.8％ということで、年度目

標を上回って、就職率の方は達成度Ａとなっているところでございます。 

   続きまして、８ページを御覧いただきたいと思います。施策の３つ目でござ

います。産業界のニーズや地域の創意工夫を活かした人材育成の推進でござい

ます。（１）番として、被災地域の産業の復興の完遂とその先の更なる展開に

向けた職業訓練の実施ということで、県では平成 23 年の東日本大震災発災直

後から、復興に必要な建設重機等を動かせる人材を育成しなければいけないと

いうことで、職業訓練におきましても建設機械オペレーター養成などの建設関

連分野の職業訓練を実施してきております。28 年度につきましても８コー

ス、98名の方が受講をされたところでございます。 

   そして、（２）ものづくり分野の人材育成ですけれども、これは地域ものづ

くりネットワークと連携した人材育成ということで、コーディネーターを県内

５カ所に配置をしたり、工業高校の教員の方々を対象とした研修を実施したり

という、あと企業講師を工業高校などに派遣して行う技能検定講習会を実施し

たりというような取組をしております。資格取得者の見込みが 27 年度よりも

がぐっと下がっておりますけれども、これは部内の担当室に確認しましたとこ

ろ、現在集計中ということで、これはこれから増える見込みであるということ

を５月末の時点で確認をしているところでございます。 

   続きまして、９ページでございます。この施策の３つ目、（３）番です。上

から２つ目の箱ですが、需要や成長が見込まれる分野の人材育成ということ

で、今後医療・福祉分野、ＩＴ関連分野、介護分野及び観光分野の需要や成長

が見込まれるであろうということで 10 次計画を策定いたしましたので、これ

らの分野における離職者等再就職訓練の実施状況を記載しております。 

   受講者数、修了者数ともに平成 27 年度よりも増加しているところでござい

ますが、その下の目標の欄を御覧いただきますと、年度目標の 460人という目

標には達していない 429人の受講にとどまっているところです。これにつきま

しても、やはり先ほど申し上げましたとおり有効求人倍率が高い中で、訓練を

受けない、訓練を経ずに就職する求職者の方が多いためであろうと要因を分析

しているところです。就職率につきましては、年度目標の 80％を上回る 81.2％

という実績でございました。 

   続きまして、４番の施策です。人材の最適配置を実現するための労働市場イ

ンフラの戦略的展開ということで、（１）中長期の人材ニーズを踏まえた育成
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戦略及び産業界や地域のニーズを踏まえた公的職業訓練の実施ということ

で、10 ページでございます。代表的なものとしまして④ポリテクセンター岩

手における離職者訓練（施設内訓練）の実施ということで、ポリテクセンター

岩手さんにおかれましては、県に比べて、より高度なものづくり系の訓練を実

施しているところでございます。27 年度、28 年度も一定の数の訓練を実施し

ていただいているところでございます。 

   続きまして、（２）技能検定及び職業能力評価制度の普及でございます。①

番として、技能検定制度の普及、受検勧奨でございます。技能検定の合格者数

として、27 年度、28 年度大体同じぐらいの数、1,154 名、28 年度が合格者数

を出しているところでございます。 

   そして、11 ページを御覧いただきたいと思います。11 ページの一番上、ジ

ョブ・カード制度の活用促進ということで、ジョブ・カード制度岩手県地域推

進計画に基づいた中期的ジョブ・カード制度の効果的な普及ということで、労

働局さんの方で岩手県地域ジョブ・カード運営本部会議を開催しまして、関係

機関を集めて岩手県地域推進計画について協議を行って、ジョブ・カードの制

度の活用、促進、普及を図っているところでございます。 

   （４）企業における人材育成投資の促進ということでございます。これは認

定職業訓練の効果的な活用の促進ということで、これは県が実施している国庫

補助事業ですけれども、事業主が従業員に対しまして行う訓練のうち、国の基

準、厚生労働省の基準に適合しているとして、県が認定をした認定職業訓練を

実施した事業主団体等に対して補助を行っているものでございます。長期訓練

の方は、27 年度に比べて若干減っておりますけれども、短期訓練の方は大幅

に増加をしているということで、企業における人材育成の一助になっていると

考えております。 

   これらの目標として真ん中に３つございます。在職者訓練の修了者数です

が、年度目標が 2,300 人ということで、第 10 次計画を策定した昨年度は設定

したわけですけれども、先ほど申し上げました宮古校での台風被害で訓練がで

きなかったというものが大きな要因となりますが、それに加えて二戸地区でこ

れまで在職者訓練を実施していなかったので、28 年度から二戸地区でも在職

者訓練を実施し始めたところなのですが、ちょっとまだ普及、浸透が図られて

いない状況にありまして、二戸地区の受講生の集まりが芳しくなかったという

ようなことも重なって、1,810 人という実績にとどまったところでございま

す。技能検定の受検者数ですが、これにつきましては年度目標の 2,000人を上

回る 2,034人となっています。技能検定の受検合格者数につきましては、これ

だけは国の計画目標の設定の考え方は累計ということで、単年度目標ではなく

て岩手県の場合、平成 32 年度までに６万 917 人にするということでございま

して、28 年度単年度での達成度の測定はできないところでございます。28 年

度終了時点では５万 5,891 人の方が技能検定を受検して合格をされておりま

す。 

   続きまして、12 ページを御覧いただきたいと思います。５番目の施策、技

能の振興でございます。技能の継承・発展ということで、技能五輪全国大会、若

年者ものづくり競技大会への参加促進でございます。技能五輪全国大会、若年

者ものづくり競技大会ともに、平成 27 年度を上回る実績となっているところ

でございます。 

   （２）技能尊重機運の醸成ですけれども、岩手県卓越技能者表彰の実施、こ
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れにつきましても 27 年度を上回る実績となっておりまして、目標として真ん

中に表を作成しておりますが、37人の出場者数の目標に対して 28年度は 33人

にとどまっていますけれども、これにつきましては、全国大会に出るためには

県の予選を通過する必要がございますので、予選を通過できる人がたまたま

33 人だったということで減少したところでございます。その代わり優秀な

方々が予選を通過したということもあって、入賞率については 18％の目標を

大きく上回る 45.5％ということで、これは近年稀に見る高い入賞率であると

いうものでございます。 

   最後、13 ページでございます。６つ目の施策、職業訓練のインフラの充実

でございます。（１）県立職業能力開発施設ですが、これにつきましては在職

者訓練の充実ということで③番に記載しております。28 年度は初めて二戸地

区で在職者訓練を開始したところでございます。 

   （２）国の職業能力開発施設としましては、ものづくり分野の人材育成のた

めの訓練を実施しております。機構さんの方で実施をしているところでござい

ます。 

   （３）職業訓練法人等ということで、認定職業訓練校、県内に 15 校ござい

ますけれども、これらに対して国、県とで運営費、設備費、あと施設整備を行

った場合の補助という形で支援を実施しております。 

   目標として掲げているのが、県立職業能力開発施設における県内企業への就

職率ということで、先ほども岩崎のほうから説明ありましたけれども、63.4％

という就職率ですが、県内に事業所があって、配属先を県内事業所としている

企業へ就職した場合で考えますと 84.3％という就職率となっているところで

ございます。 

   以上、資料３の御説明を終わります。 

〇岡田寛史会長 どうもありがとうございました。非常にボリュームのある計

画、説明でございました。質問のしどころも多々あると思いますので、いかが

でしょうか。非常にボリュームがあるので、ちょっとざっとめくりながらで結

構ですので、皆さん、質問ありましたら。 

〇佐々木信行委員 ５ページの日本版デュアル・システム訓練の実施というところ

でちょっとお聞きしたいのですが、就職率が 86.5と 89％と書いていますけれ

ども、この中で要は１カ月の企業研修を実施した企業にそのまま就職した人と

いうのは、どのぐらいの割合でいるものなのでしょうか。 

〇中村主任主査 申し訳ございません。ちょっと今資料を持ち合わせておりません

ので、実習した企業に入るという、そういったメリットのある訓練ですので、一

定の数の方が就職していると思いますけれども、それにつきましては戻って確

認をして、委員の皆様に文書という形で御報告させていただきたいと思います。 

〇佐々木信行委員 実際ちょっと 32 コースがどういうものがあるのかもわからな

いのですが、要は担い手を求めている企業にとって、もしこういうことに参加

して、そういう訓練を受け入れたことによって例えばその会社に就職してもら

えるようなメリット等があったときには協力企業も増えていき、そうなればも

っと魅力的な事業になって参加する人も増える可能性があると思います。要は

県内になるべく就職者を促したいという中では、非常に良い制度になり得るの

ではないかなと思っての質問でした。そういったことを踏まえて、実際どのよ

うなコースがあるのか、もう少し詳しい内容を後で教えていただければ、一経

営者として少し参考にしてみたいなと思いましたので、よろしくお願いいたし
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ます。 

〇中村主任主査 コースの分野だけであれば今お示しできますので御紹介します

と、最も多いのが事務系のコースになります。32コースのうち 16コースが事

務系のコースとなっています。続いて多いのが介護系のコース 12 コースにな

ります。次が情報系の３コース、あと建設系で１コース、これが 32 コースの

内訳でございまして、この中で実習した企業にどれだけ入っているのかという

のは、戻りまして確認して御報告いたしたいと思います。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょうか。加藤委員、どうぞ。 

〇加藤祐子委員 私は今高等学校に勤めておりますので、キャリア教育というとこ

ろにとっても興味がありまして、いろいろ伺ったり思っていることをお話しさ

せていただいたりしたいと思います。 

   とても興味があるというのは、実際高校でキャリアに関する授業をするとい

うふうになると、実はなかなか難しいところもあります。それぞれの先生方と

相談していろんなカリキュラムをつくったり、プログラムを組んだり、インタ

ーンシップに行く生徒を促したりと、いろんなことをやっているのですけれど

も、実際学校の先生になる人というのはずっと学校の先生なのですよ。ほかの

職業に就いたことのない方がすごく多い。もしかしたら大学もそうかもしれま

せんね。そういったときに、生徒たちみんなが学校の先生になるわけではない

ので、そういったことが本当に役に立つか、という疑問をいつも抱きます。先

生方の苦労した話というのを聞いただけだと、それだけでは足りない。経験と

か、勉強とか、研究とかいろんなことをして、それで何か若い人たちに伝えた

いと思っても、やっぱり何かそれぞれの幅が狭くて、それぞれの専門分野もあ

ったりとか、どうも苦しいなと思うことが結構あります。資料にも、「キャリ

ア教育実践研修講座」を「総合教育センターでやっている」とあります。総合

教育センターの方って、みんな学校の先生だった方ではありませんか。私自身

が生徒たちと関わっていて、表面的なことを何か伝えても情報としてさらさら

と流れていく。こうやって面接するのだよ、社会に出たらこういうふうにする

のだよ、何かが、さらさらと流れていって何か定着しないような感じも受けた

りしております。面接練習とか、決まりきったことを追いかける、というのは

実は表面的なことで、そんなことではだめなのではないか、と実は思っていた

りします。 

   キャリアというと職業についてですが、結局はそれぞれの若者が、人生をど

うやって組み立てていくかということです。すごく広くて、すごく深い分野 

に関わるところなのではないかなというのが私の実感なのです。 

さて、これからのキャリア教育をどうやっていったら良いのか、というの

は、私にとっても大学にとってもすごく大きな課題です。 

今、教育業界では、やたらにキャリア教育とよく言いますよね。言うので

す。実際。確かに自分が、私自身が高校生だった頃よりは職業について考える

機会、授業もあって、そういうものはとても増えています。いろんな職業につ

いて。小学校も中学校も高校も職業について知ろうとか、企業に行って経験さ

せてもらおうとか、進学するにしても自分が好きなことは何か、向いているこ

とは何かと考える機会は作っているのですけれども、それでも何かきっとまだ

足りないのだなというのが今の実感です。先ほどお話したように、表面的なこ

とだと意味がない、というふうに思うというのは、私のイメージもあります

が、就職活動するときにちゃんとできるように、こういうところは決めなけれ
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ばいけない、こういうことできなければいけないとかというのを、そういうこ

とをすごく一生懸命やる部分もあるかと思います。実は、それもどうなのだろ

うというのが、私の、生活したり、仕事したり、若者たちと関わっていく中で

のテーマみたいな感じです。テーマというか、悩んでいることです。 

   多分これからの時代、こうやって皆さん会議に集まっていて、時代とか社会

とかを作っている我々なのですけれども、多分これから変わっていく時代とい

うのを生きていくのというのは、ここにいない若い人たちなのではないかなと

思うのですね。そこで、今あるものだけを、既成の概念や、今の私どもの感覚

だけで考えていくのは、やっぱりちょっともったいないです。これから若い人

たちもきっと変わっていきます。時代も変わっていくはずなので、何を、どう

やってつなげていったら良いかなという、私が日々抱いている疑問をここ

で、皆様にそのまま聞いていただいてしまいました。 

   以上です。 

〇岡田寛史会長 今教育機関が悩んでいるところですね。キャリア教育と言われて

いるのですけれども、どう進めて良いかというのがわからなくて、何かヒント

みたいなものをいただければというふうな形で事務局の方からも御説明いた

だければありがたいですし、あるいは事業主、代表の方からどういったものが

実は必要なのだというような、もし意見交換できるのであれば、それもやって

いただければと思います。 

〇八重樫室長 大変貴重な学校現場からの御意見、ありがとうございます。まず最

初に、今回はこれに載っている「いわてキャリア教育実践研修講座」ですけれ

ども、こちら花巻にあります総合教育センターということで、確かにこちらの

職員は学校の先生で御案内のとおりでございますけれども、こちらちょっとも

し後で補足説明があればですが、この講座の講師自体は外部講師も入れてやっ

ていると思いますので、必ずしも学校の先生だけを経験した人だけがやってい

るのではなくて、そこは工夫をしてやっていると思いますし、もしそういう形

でなければ当然今の御意見を踏まえて、もうちょっといろんな分野の先生でや

れるようにというふうに改善していかなければならないと思います。 

   あといろいろ今表面的なことではなくて、もっとこれからの時代に合致した

キャリア教育をやっていかなければならないという御意見だったと思うので

すけれども、今県としていろいろやっている、教育委員会の方でもやっていま

すが、あと各大学、岩手大学さん、県立大学さんにでもいろんなところと連携

して、様々な形態で特に高校生にですけれども、インターンシップをいろんな

メニューを準備して現場の生の場所とか体験、そこまでいかなくても職場見学

とか、そういった現場の方を見るような形で、そういうやり方のキャリア教育

というのも進めていくということで力を入れ始めているところでございます。 

   教育委員会の小久保特別委員の方からも一言、お願いいたします。 

〇小久保特別委員 今先生から御指摘あったキャリア教育の関係、先生も御存じの

こともあると思うので恐縮ですが、補足させていただきますと、県では「キャ

リア教育指針」というものを策定しまして、学校種を通じて、教育委員会は幼

稚園から高校までの所掌でございますけれども、進めているところです。御指

摘ありました研修講座につきましては、総合教育センターで確かに実施してい

るものです。基本的に職員は確かに教員籍でおり、指針にどんなことが位置付

けられているかとか、学習指導要領でどういうことが書いてあるかとか、国の

動きがどのようなものかといったような講義の一方で、企業の方をお招きして



 - 21 - 

お話をいただくということも行っております。また、学校ごとに先進事例を交

換したりですとか、研修講座は、先週１回目をやったのですけれども、今後各

学校で実践をしていただくと。それで、11月を予定しておりますけれども、各

学校で行った実践をまた研修の場で持ち寄って意見交換をするということを

予定しているところであり、各学校での取組などに期待しているところでござ

います。 

   先ほど先生からお話もありました、まさに学校の先生御自身は先生としての

キャリアが長い人がほとんどだというところにつきまして、やはりここは外部

の人材、企業の関係者ですとかから御協力をいただくということが大変重要だ

というふうに思っております。先生方の研修については、研修講座以外にも企

業見学や企業の人材育成の担当者等のお話を伺うといったような研修会を実

施しているところでありますし、また、これからまさに学習指導要領が改訂さ

れて、より一層地域の資源の活用、外部の人材活用が１つのトピックになって

おりますので、要するに学校の先生だけではできないところを地域や企業の関

係者との連携によって進めていただくということを期待しているところで

す。我々教育委員会の立場としても、先ほど紹介のあった就業支援員を含め、各

部局の連携によってキャリア教育の推進に努めていきたいと考えております。 

〇岡田寛史会長 そのほか、御説明していただける方いらっしゃいますか。 

〇佐々木信行委員 ちょっと今の内容に関連してですが、恐らく一番大事なキャリ

ア教育の実施期というのは、多分中学校であったり、小学校であったりと考え

ます。特に中学校の場合、要は高校になると専門高校に入ったりとか、もう選

択がある程度決まってきてしまう人も相当数出てくるので、中学生のときに外

部の人の話とか企業見学とかをして、特定の仕事に対していろんな話を聞くた

めにインターンシップに行くというのは良いことですが、１つの事業所とかに

行っている程度だと思います。ただ、思うのは、仕事というのは本当にたくさ

んあって、どういうふうにしてその企業訪問する先を選んでいるかどうかわか

りませんが、今のインターンシップのやり方では、良くて１つの仕事を体験す

る程度だと思います。ただそれをもっと複数の仕事を体験できるように、何か

気軽に地元で受け入れてくれる会社を例えば体験するとか、見に行くこと

で、それが逆に地元を知って地元に定着することにつながる可能性もあると考

えます。それの仕事というものをやっぱり身近に感じてもらって、興味があっ

た事業所を子供たちが気軽に見に行けるような、今より一歩進んだインターン

シップになってほしいと考えます。心ある子供は多分、私ちょっとはっきり名

前覚えていないですけれども、仕事体験とか、キッザニアとかというのですか

ね、何かいろんな地域でやっているところとかに行って経験する子供もいると

思うのですけれども、ただそういう子供だけではないので、やっぱり学校の教

育と併せて地元の複数の仕事を体験することを促して、仕事についてより考え

てもらう機会を増やしてほしいと考えます。ましてや例えば自分の親がどうい

う仕事をしているのかもそうですが、そういうことも踏まえて、身近な仕事に

興味を持ってもらったり、地域のことを考えてもらったりということを、でき

ればそういう若い小学校、中学校という、特にそういう年代で力を入れて、今

のやり方をもう少し広げて、何か子供たちがいろんな可能性を感じてもらえる

ような、そういう施策をぜひ考えて実施してもらいたいと考えます。 

〇小久保特別委員 御指摘ありがとうございます。まさにそのとおりでして、イン

ターンシップ、小中、特に中学校での職場体験というものを実施をしていると
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ころで、全国的にも実施をしている学校は９割程度と高いです。岩手の場合、中

学校で２日以上体験をしている学校の割合は、昨年度 79.1％というデータで

す。協力いただく事業所の側の方々にとっても様々な調整も必要ですので、ど

うしても短期間になってしまうということもあるかと思います。学校教育の立

場から申し上げると、事前事後の指導をどのように行うのかというのは１つ課

題かなと思います。要するに職場体験に行って終わりということではなく

て、確かに１人では１つの事業所しか経験できないかもしれませんが、それぞ

れ行ったところの情報交換をするとか、しっかりレポートにまとめて報告する

などといった、事後指導の充実というのは重要ではないかと思います。私の立

場からのコメントでございます。 

〇岡田寛史会長 それでは、それ以外にまた御質問等ありましたら、いかがでしょ

うか。升田委員、お願いします。 

〇升田久美子委員 私の方からは女性の目線でということでちょっとお話をさせ

ていただきたいと思うのですけれども、３ページのところに女性の活躍促進に

向けということで、育児等と両立しやすい短時間訓練コースを 28 年度実施し

ようというふうに計画をしたと、この３ページ目の 28 年度の実績の１番上に

書いてありますけれども、定員 15 名に訓練を設定したのですけれども、応募

者が少なくて中止になっているというところとか、託児サービス付き訓練コー

スをやって、18名のところに受講者５名、ここは就職率 100％というふうには

なっているのですけれども、育児をしながら働く女性の求めているものがしっ

かりこの講座に合っていたものなのかというようなところは、しっかりと検証

する必要があるのかなというふうに思って見ました。せっかく設定したコース

にお１人も来なかったというのはちょっと残念かなというふうに、単純にちょ

っと思ってしまいました。 

   あとはマザーズコーナーというようなところで、県に５カ所あるというふう

に先ほど聞いて、ちょっとこれも私知らなかったのですけれども、もっともっ

と認知されていくと良いのかなというふうに思って聞いておりました。 

   あともう１つ、同じく全員参加の社会の実現加速というようなところで

は、６ページのところに中高年齢者というようなところで小さく載っておりま

すけれども、本当に今 60代とか、70代まで今どんどんお仕事をされるという

くらい張り切っている女性も男性も多いと思います。全然、本当の昔の私が想

像していた 60代、70代のおじいちゃん、おばあちゃんと全く違って、今は本

当に元気はつらつな方々が多いので、もっとそういう方々の、やっぱりおばあ

ちゃんの知恵、おじいちゃんの知恵というようなものを拝借しながら、シニア

ワークというのをもっと広めていくと良いのではないかなというふうに思い

ます。こちらの方では修了者数が 27年度、28年度と増加傾向にあるというよ

うなところですけれども、もっとこういったところの能力開発というところに

力を入れると良いのかなというふうに思いますし、おうちでおじいちゃん、お

ばあちゃんがそういう形で張り切っていると若者も、あっ、仕事ってこういう

ふうにするものだだとか、何とかヒントになるものが家庭で得られるのではな

いかなというふうに思っておりました。 

   あと最後に、いつも思うのですけれども、11 ページの技能検定の受検者だ

とか合格者、あとは技能五輪に参加している方々というようなところなのです

けれども、せっかくその検定に合格をしたとかというふうになって、例えばそ

ういう技術を検定で合格したことによってこういう職業が優遇されるよと
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か、こういう職業に優先的にお仕事につけますよというようなことは実際にど

うなのですかね。ちょっとそこはあるかどうかはわからないのですけれど

も、そういうことが積極的にされるようなことであれば興味を持って取り組

む、挑戦してみたいというふうに思う若者もどんどん増えていけば良いかなな

んていうふうに思っておりました。 

   ちょっと要望というようなところでしたけれども、私の方からちょっとそう

いうふうにお話をさせていただきました。 

〇中村主任主査 それでは、まず最初に育児等と両立しやすい短時間訓練コー

ス、昨年度１コース設定をしましたけれども、残念ながら中止になってしまっ

たという経緯でございますが、この育児等と両立しやすい短時間訓練コー

ス、厚生労働省の方で 27年度から作りまして、本県でも試験的に 28年度にや

ってみたのですけれども、ちょっとＰＲが不足していたという部分もあったか

と思います。通常の訓練よりも訓練時間を短くして育児ですとか、あと介護の

時間に合わせた両立できる訓練コースでございますので、29 年度も設定をし

て浸透、普及を図って、何とか実績を作って広めていきたいと考えております。 

   あと託児サービス付き訓練コースでございますけれども、これは前からあっ

た制度なのですが、平成 27 年度から県でも力を入れてやっていくということ

で、託児サービス付き訓練コースを大幅に増やして取り組んできたところなの

ですけれども、実際やってみるとこの託児サービス付きの要件がなかなか、訓

練の期間３カ月間だけ限定で、その先の訓練を終わった後の就職活動の期間は

このサービスが受けられないというようなことがあったり、ちょっと使い勝手

が悪い部分がだんだん浮き彫りになってきております。これは全国的に問題と

いうか、そういう声が起きておりますので、これにつきましては、今現在もや

っておりますけれども、厚生労働省の方に要件の緩和を要望することにしてお

ります。利用されやすい託児サービスの提供を県としても、何としてでも目指

していきたいと思っております。 

   あと中高年齢者の方々に対する職業能力開発でございますけれども、これも

６ページに載せたシニアワークプログラム地域事業、労働局さんの事業でござ

いますが、県としましても労働局さん、あと機構さんと３者で毎月１度訓練に

関する担当者レベルの情報交換の場を設けて情報交換しております。御提言の

趣旨等も踏まえて、中高年齢者の方の知恵とか、経験とか、そういったものを

生かした、そういった仕組み作りに生かしていきたいということでやってまい

りたいと思います。 

〇岩崎主査 技能検定につきましては、技能検定は働く上で身に付ける、また必要

とされている技能の修得レベルを評価するための国家試験になっておりまし

て、職種とすると建築大工ですとか、機械加工、造園など、百職種以上の幅広

い職種で設定されているものになります。等級区分として３級、２級、１級、更

にその上に特級が設定されておりまして、３級が高校生の修得する技能レベル

を評価するもの、２級が若手技能者の修得するレベル、１級以上になりますと

熟練技能者が修得するレベルということで、基本的には就職して働きながら自

分の身につけたスキルレベルがどのくらいかなというのを確認する、評価する

ための試験になっております。メリットとしますと、なければ仕事ができない

資格ではなくて、身に付けたレベルを評価してもらって１級技能士ですと

か、２級技能士として名乗ることができるという、そういう資格になっており

ます。３級も例えば高校生向けのレベルですと、就職する際の１つのメリット
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になりますし、働いてからですと、企業によっては、資格取得の手当を支給す

るなどの取組をされている企業もあるようです。 

〇岡田寛史会長 それでは、マザーズコーナーの方は労働局さん。 

〇清水特別委員 岩手労働局は厚生労働省の出先機関、国の機関でございまし

て、国の方でやっていることとしてそのマザーズコーナーがあるのですけれど

も、岩手労働局管内はハローワークが 10 カ所ございます。そのうちの５カ所

にマザーズコーナーを設置しておるところで、あまり知られてないというお話

でしたので、やっぱり広報が足りないのかなと思うのですけれども、これは結

構全国のハローワークの中でもかなりの所にマザーズコーナーというのがあ

って、ハローワークに行ったときにそのマザーズコーナーがあるところは子連

れでも来やすいような感じになっていて、子供を遊ばせるような場所も置い

て、保育士さんもいて、お母さんが仕事を探しやすいという感じにしておりま

す。実績を見ていただくと、支援対象者とその就職件数を見ていただいて、そ

の就職率は 93.3％、これは非常に高くて、全国のハローワーク全体の求職者

の就職率というのが大体 30％ぐらいなのですね。普通にハローワークへお見

えになられて、それで職業紹介してという普通の支援をしている場合の全体の

数字としては 30％くらい、岩手はちょっと高目で 40％ぐらいあるのですけれ

ども、これと比べて格段に数字が良いというのはすごく手厚い支援をしている

ためです。担当者制で、１人の求職者に対して１人の職員を決めて、あなたの

担当は私ですという形でずっとやっていって、きめ細かくやっております。な

ので、かなり成果が上がっております。国全体としてもこの事業は非常に重要

だと思っているので、今後マザーズコーナーの数は増えていくと思うのです

ね。今岩手の 10 カ所のハローワークの中で５カ所ですけれども、これは増え

続けていくとは思います。なので、これまた周知の点をしっかりやっていきた

いなと思っております。 

   それから、シニアワークプログラム、これも労働局でやっていますので、私

からもコメントしたいのですけれども、シニアワークプログラムは高齢者が生

き生きと働いていただけるようにしていくというのは非常に重要なことで、働

き方改革実現会議という中央でやっている会議の中でも、何か 10 個ぐらいの

テーマの中の１個は高齢者というぐらいになって、非常に今重要性上がってい

ます。ちょっと実績がまだまだというところですから、こちらも成果が上がる

ようにしっかりと取り組んでいきたいと思っております。 

   以上です。 

〇岡田寛史会長 実は私もこの３ページで女性の活躍に関するページが目に留ま

った１人なのです。升田委員がおっしゃられたように、（１）番、①のところ

ですよね。２つのコースがあって、片方はうまくいったけれども、片方はだめ

だったというところ。私から要望なのですが、こういう何かうまくいかなかっ

たときの分析をしっかりしていただきたいというのがやっぱり強い要望なの

です。先ほどＰＲが足りなかったとおっしゃいましたけれども、実際に女性の

方々がどういうふうに情報を集めているのかということもとても大事で、計画

立てる以前にやっぱり検証することによって、また更に未来につながるという

ところありますので、そこはもうちょっと力を入れていただきたいなというの

が私のお願いであります。 

   それから、これは私の老婆心かもしれませんけれども、同じページの④、⑤

のところなのですけれども、28 年度実績、今年１年目で始めたばかりだとい
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うふうなことだと思うのですけれども、定員と受講者数を見てみますと、27年

度よりも計画としては定員を増やしているのですね。増やしているのだけれど

も、受講者数は減っているというふうな形になっていまして、ここら辺、計画

の立て方大丈夫なのかなという、ちょっと余計な心配をしてしまったのですけ

れども、いかがでしょうか。 

〇中村主任主査 母子家庭の母等の訓練でございますけれども、平成 27 年度まで

はある特定のコースを母子家庭の母の訓練コースということで設定していた

のですが、そうなりますとその地域に母子家庭のお母さんでお仕事を探されて

いる方というのが、そうそういるわけではないということがわかってきまし

て、軒並み平成 27 年度、母子家庭の母の訓練が中止になったという、そうい

った経緯がありまして、28 年度からは母子家庭のお母さんの訓練と一般の方

の訓練をセットにして、１つの訓練の中で母子家庭のお母さんの枠をつくると

いうようなことで、どの地域にもあまねく広く母子家庭のお母さんでも受けら

れるし、一般の方も受けられる訓練コースの設定をしたということもあっ

て、定員数が大きく増えているところでございます。受講者数につきまして

は、やはり母子家庭のお母さんで、この母子家庭の母の訓練の特徴というのが

一般の訓練に入る前に５日間の準備講習という、社会に出るための心構えみた

いな基礎的なそういった準備講習というものがあるのですけれども、今の時代

になかなかビジネスマナーであるとか、そういった社会に出たことがない母子

家庭のお母さんというのがなかなかいないのではないかというような感じ

で、なかなかその部分がネックになって、「私は一般のコースで良いよ」とい

う方が多いものですからどうしても、県としては枠はしっかり設けるのですけ

れども、受講者には結びついていないという部分で、この定員と受講者数の大

きな乖離がその原因となっているところです。 

〇岡田寛史会長 どうもありがとうございました。そのほかいかがでしょうか。 

〇田鎖健一委員 ６ページ目の障がい者の職業能力開発のところで、障がい者の就

職率を 100％にするためには、企業側の努力も当然必要です。 

現在、弊社は５名雇わなければいけないところ３名の採用で、４人目を採用

するために工場見学の日程を決めているところです。企業側から言わせるとお

金さえ払えば良いという経営者もいるかもしれませんが、定員まで採用しなけ

ればいけないというのは企業の義務でもありますので、定員に届いていない企

業が求めている障がい者の方々を１社１社調べていただきたい。弊社は製造業

ですが、腕がなくても働ける業務内容もありますし、脳や心に障害を持ってい

ても実際に働いている人もおります。ぜひ企業が求める職務内容に応じた障が

い者の方々を訓練していただき、資格取得から採用までを企業と連携しながら

進めていき、障がい者の就職率 100％というところを達成させたいと考えてお

ります。 

   あともう１点、インターンシップについてですが、弊社だけではないと思う

のですが、現状をお話しさせていただきたい。県内の大学、産業技術短期大学

校からもインターンシップの依頼ということで文書が届くのですが、いざ蓋を

開けてみると誰も来ないというのが、弊社の現状です。他社はわからないです

が、インターンシップの依頼を出す以上は、必ず最低１名は強制的にでも出し

ていただきたい。学生本人はすごく嫌かもしれませんが、いざ行ってみれば、ホ

ームページや会社案内だけではわからない企業の中身というモノを実感でき

るはずです。例えば、賞賛制度、人事評価制度、社内行事、クラブ活動、地域
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との係わり合いなど様々あります。それらは実際に訪問し、実際に見て、経験

してみないと絶対にわからないモノです。学生が企業の中身を知るチャンスは

とても少ない。だからこそ、インターンシップを有効に活用し、学生の視野を

企業と学校が連携して広げられるようにもしていきたい。そして継続していけ

ば、いつかは必ず採用に結び付くと考えています。インターンシップの見直し

をぜひお願いしたい。 

御検討よろしくお願いいたします。 

〇八重樫室長 ただいま２点御意見を賜りました。まず、障がい者の雇用の関係に

つきましては、いろいろと御努力をいただきまして感謝を申し上げます。御案

内のとおり、こちらもまた法改正によりまして、50 名以上の企業については

採用者のパーセンテージが上がっていく方向になってございます。いずれおっ

しゃるとおりで、障がい者といっても身体障がい者、精神障がい者などいろい

ろあるわけでございまして、企業の方でも、製造業、サービス業などいろいろ

あるかと思うので、そこが障がい者の方々にとっても対応できる部分、対応で

きない部分あるかと思います。そこらあたりのマッチングについても何とかう

まくできないかということについて、行政の方でもちょっと考えていきたいと

思います。 

   あともう１点のインターンシップにつきましては、今就職する若者の絶対数

が減っていく中でそういうことが出ているのかなと思います。いずれなかなか

うちの方から「強制的に」というところまでは言えないと思うのですけれど

も、様々なところで、さっきもインターンシップの事業がどんどん増えている

というお話しをしました。そうしますと、今委員さんがおっしゃったような企

業が増えてくるというのは、これはまさに企業も善意でやっていただいている

ので、本当に好ましくないことだと思います。そこもある意味マッチングの話

だと思いますけれども、我々もいろいろ大学側と意見交換する場がございます

ので、その場でなるべくそういうことが起きないように努力してほしいという

ことは伝えたいと思います。ありがとうございました。 

〇岡田寛史会長 そのほかいかがでしょうか。 

 

６ そ の 他 

 

〇岡田寛史会長 ないようでしたら、最後、その他に移ります。初めに事務局から

何か用意ございますでしょうか。 

   それでは、委員の皆様方から何かございますでしょうか。 

   ないようでしたら、予定されている議事は以上ですべて終了です。円滑な議

事進行に御協力いただきまして、どうもありがとうございました。 

   それでは、事務局にお戻しします。 

 

７ 閉  会 

 

〇鎌田労働課長 皆様、長時間に亘る御審議、ありがとうございました。 

   これをもちまして、本日の審議会を閉会とさせていただきます。 

   また、次回の審議会につきましては、年度後半に予定しておりますが、まだ

日程を決めておりませんので、後ほど御連絡させていただいて日程調整させて

いただきますので、よろしくお願いいたします。 
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   本日は、長時間に亘りどうもありがとうございました。 


